居宅介護支援事業所 つむぎ 　運営規程

(事業の目的)

第1条 社会福祉法人ライフケア高砂が開設する、居宅介護支援事業所つむぎ(以下「事業所」という)が行う指定居宅介護支援の事業(以下「事業」という)は、居宅において生活する要介護状態にある高齢者に対し、適切な居宅介護支援を提供することを目的とする。

(運営の方針)

第２条　事業所の介護支援専門員は、要介護者の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、居宅サービス計画を作成する。

２　事業の実施にあたっては、関係市町村・地域の保健・医療・福祉サービスとの綿密な連携を図り、公正中立な立場で総合的なサービスの提供に努めるものとする。

(事業所の名称及び所在地)

第3条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。

名　称　　居宅介護支援事業所 つむぎ

所在地　　広島県東広島市八本松町飯田５２５番地３
(従業者の職種、員数及び職務内容)

第4条 事業所に勤務する従業者の職種、員数及び職務内容は、次のとおりとする。

（1）管理者　1名（常勤兼務）

管理者は、事業所の従業員の管理及び業務の管理を一元的に行うとともに、自らも指定居宅介護支援の提供に当たるものとする。

（2）介護支援専門員　3名以上　
(常勤専従２名以上：主任介護支援専門員1名以上　介護支援専門員１名以上)
介護支援専門員は、要支援の方を1/3名とし、要介護の方を１名として、一人あたり担当する利用者
数は45名未満とする。介護支援専門員は、指定居宅介護支援の提供にあたる。

（3）事務員　1名（非常勤専従）
　　　　居宅介護支援事業所つむぎの事務を行う。
　　

(営業日及び営業時間)

第5条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。

(１)営業日　月曜日から金曜日までとする。

ただし、12月31日から１月３日までを除く。

(２)営業時間　午前８時３０分から午後１７時３０分までとする。

(３)電話等により、24時間常時連絡が可能な体制とする。
(居宅介護支援の提供方法及び内容)

第6条 居宅介護支援の提供方法及び内容は、次のとおりとする。

1 相談の場所　居宅介護支援事業所つむぎ相談室及びご自宅等にて相談を受ける。
2 介護保険の申請代行。
3 課題分析の種類　主に日本社会福祉士会方式を検討調整したものを使用し、アセスメントを行う。
4 居宅介護サービス計画の作成。
5 自宅、医療機関、当事業所等にてサービス担当者会議を開催する。テレビ電話等にて担当者会議を行うこともあり。
6 指定居宅介護サービス事業者及び介護医療関係者その他の者との連絡調整。
7 毎月１回程度、定期にモニタリングを行い、サービス内容を評価する。但し、利用者の同意、サービス担当者会議等において、利用者の状態を考慮し、主治医、担当者その他の関係機関の合意を得たうえで、オンラインでのモニタリングを行う場合がある。その場合は、少なくとも1回/2か月は利用者の居宅を訪問する。
8 その他、必要に応じて居宅訪問を実施する。
(利用料その他の費用の額)　
第７条　指定居宅介護支援を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとする。
２　通常の事業の実施地域以外の地域を訪問して行う訪問に要した交通費は、その実費を徴収する。ただし、自動車を使用した場合は、通常の事業の実施地域を越えた地点から、路程1キロメートル当たり４０円を実費として徴収する。

３　前項の費用の支払を受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で説明をした上で、支払に同意する旨の文書に署名又は記名押印を受けることとする。
第8条 (通常の事業の実施地域)

第9条 事業所の通常事業の実施地域は、東広島市全域とする。一部広島市（安芸区上瀬野町）も含む。
(緊急時等における対応方法)

第9条 従業者は指定居宅介護支援の提供を行っているときに、利用者の病状の急変、その他事故、緊急事態　　　　　　　　　　　　　　　　　が生じたときは速やかに主治医等に連絡する。また東広島市、ご家族等に報告する等の措置を講ずるとともに　　　　とともに、管理者に報告しなければならない。
入院時には、速やかに退院支援に対応できるよう支援する。
(円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制･手順)

第10条 苦情を受け付けた場合、受付者は苦情受付用紙に記入する。その後、速やかに事業所内にて苦情検討委員会を開催し、対応する。緊急の場合は、受付担当者の判断にて、処理、あるいは他の機関へつなぐ。
手順、対応については、苦情受け付け用紙の対応方法の欄に記入し、5年間保存する。なお当事業所に瑕疵がある場合は保険による損害賠償も考慮する。
苦情受付日時：月曜日から金曜日。
ただし、12月31日から1月3日までを除く。
午前８：３０～午後１７：３０まで。

(その他運営に関する重要事項)

第1１条　事業所は、従業者の資質の向上を図るため、次のような研修の機会を設けるものとし、また、業務体制を整備する。

(１)　採用時研修　　採用後３ヶ月以内

(２)　継続研修　　　年３回

(３)　その他の研修

２　従業者は、正当な理由なく職務上知り得た利用者又は家族の秘密を漏らしてはならない。従業者は退職後もこれを守秘する義務がある。
（虐待・身体拘束防止に関する事項）

第12条　事業所は、虐待・身体拘束防止の指針を掲げ、定期的に虐待、身体抑制、ハラスメント防止についての研修を行い、利用者の精神的、身体的苦痛の無いように日々努力をする。
2　虐待・身体拘束防止のため対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。（1回/2か月）
3　事業所は、適切な指定居宅介護支援を提供する観点から、職場において行われた範囲を超えたものにより、従業者の職場環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講ずるものとする。
4　虐待を防止するために定期的な研修の実施。
5　前3号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置。
（業務継続計画の策定等）
第13条　事業所は感染症や非常災害時の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の提供を継続的に実施、及び非常時の体制で早期に業務再開を図るための計画を策定し、当該業務継続計画に従い、必要な措置を講ずるものとする。

　　　　2　従業者に対し、業務継続について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施するものとする。(年1回以上)
　　　　3　策定した計画は定期的に見直し、必要に応じて変更を行うこととする。
（感染症対策の強化に関する事項）
第14条　事業所は感染症の発生・蔓延防止に向けて取り組み、必要な措置を講ずるものとする。
　　　　2　定期的に委員会を開催する。（おおむね1回/6か月）
　　　　3　委員会の結果について、従業者に周知する。
　　　　4　指針を整備する。
　　　　5　従業者に対して研修、訓練を定期的に開催する。（1回/年以上）

附則
この規程は、令和７年　　２月　１日から施行する。

